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研究成果の概要（和文）：まず中山間地域等直接支払制度について、必要なデータを整備し分析

を行った結果、条件不利農地の維持と耕作放棄の抑制という制度の第１の目的について、計量

的に大きな効果が発揮されている。また地域紐帯の強化という第２の政策効果についても大き

な効力を見ることができる。さらに幾つかの共通点をもつ他の農林水産政策との比較の結果、

特に政策実施現場での運用という面において離島漁業再生支援交付金制度との近接性が明らか

になった。 
 
研究成果の概要（英文）：I arraigned the data which were necessary for analysis for effect 
of the policy; The System of Direct Payment of Subsidies to Farmers in Hilly and 
Mountainous Areas. As a result of having analyzed the data, the first purpose of the 
policy; to maintenance of the condition for disadvantage farmland and prevention to be 
abandoned was achieved. And the second purpose of the policy; to strengthen the ties of 
rural community was also achieved. And furthermore, as a result of having compared with 
other forestry and fishery policy, I found the common point with The System of Direct 
Payment of Subsidies to Fishers in isolated islands especially the operating the policy 
in rural and fishing areas. 
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１．研究開始当初の背景 
 わが国においては、2000年度から農地保全
に対する直接支払制度(｢中山間地域等直接

支払制度｣)、2002年度からは、森林整備に対
する制度(｢森林整備地域活動支援交付金｣)、
さらに2005年度からは、漁村活動に対する制
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度(｢離島漁業集落活動支援交付金｣)が開始
され、新たな政策手法として注目を浴びる直
接支払制度が、農村、山村、漁村の三者を対
象に出揃った感がある。 
 このうち、特に、農地を対象とした「中山
間地域等直接支払制度」については、わが国
の農政における直接支払い手法の嚆矢とし
て注目され、既に2000年度からの５年間の第
１期が終了し、2005年度から手直しを加えた
第２期の制度が実施されている。中山間地域
等直接支払制度は、条件不利農地の維持と耕
作放棄の抑制を最大の目的としているが、そ
の政策効果を数量的に検証するには、当制度
の導入地域と非導入地域の様々な自然的・社
会的・経済的条件を踏まえつつ、農地減少の
度合い、あるいは耕作放棄の発生状態にどの
ような差異が発生しているのかを、数値とし
て把握することが必要であり、それを全面的
に明らかにするための統計データが求めら
れているところである。 
 2007年度以降は、上記のような当制度の政
策実施効果の数量的検討にあたって、絶好の
時期に当たっている。一つは、2005年農林業
センサスの詳細結果が公表される時期とな
っていることである。既に2005年秋以降、そ
の結果概要が順次公表されつつあるが、2006
年度末には、より詳細に旧市区町村レベル、
さらには集落レベルの結果が公表される予
定になっている。近年のセンサスの結果公表
にあたっては本格的な磁気データでの公表
が実現されるとともに、ハイスペックのパソ
コン普及によって、データ解析の条件が整っ
てきている。2000年センサスの実施時期であ
る2000年２月１日は、ちょうど当制度の第１
期の導入直前であった。そして、2005年セン
サスが実施された2005年２月１日は、第１期
の最終段階と重なっており、くしくも2000年
と2005年センサスの比較によって、制度導入
前後の状況を分析することが可能となるの
である。 
 もう一つの好条件は、農林水産省の業務統
計である「第４次土地利用基盤整備基本調
査」のデータ利用も可能となる時期に相当し
ていることである。同調査は、順次、精度の
向上が図られており、今次調査では、集落レ
ベルでの農地の立地条件や整備条件などが
集計されることになっている。中山間地域等
直接支払制度においては、集落レベルでの協
定締結が必須の条件とされていることから、
こうしたミクロレベルでの統計との対応に
よって、当制度の実施効果が詳細に明らかに
されることが期待される。 
 
２．研究の目的 
(1)政策の実施効果に関する検証・評価 
 既に、研究代表者は過去の研究実績として、
第３次土地利用基盤整備基本調査の旧市区

町村レベルでのデータ整備と、独自の「水田
傾斜分級」概念による旧市区町村レベルの水
田の傾斜条件の階層化を行なっている。また、
2000年センサスにおける農業集落調査結果
を基に、各集落の農地の傾斜・整備条件や
様々な自然的・社会的・経済的条件を示した
データ整備を行い、どのような条件のもとで
当制度が導入されたのかについて、研究蓄積
を持っている。本研究では、これらに加えて、
第２期の中山間地域等直接支払制度の実施
データ、そして上記に示した2005年農林業セ
ンサス結果や第４次土地利用基盤整備基本
調査を組み合わせることによって、本格的な
政策の効果に関する検証・評価が可能となる。 
 
(2)制度第１期と第２期の制度活用状況の比
較検討 
 一方、中山間地域等直接支払制度は、集落
機能の維持・活性化という副次的な効果につ
いても注目され、実際の農業生産現場では、
そのような観点からの制度への期待も大き
い。その際、当制度の第１期の実施状況から
は、制度が求める「集落協定」にも多様な形
態が存在しており、特に、協定締結範囲の大
小について、東北日本と西南日本で対照的な
態様になっていることも注目された。制度が
定着しつつあると想定される第２期の実施
状況を、主に現地実態調査から明らかにし、
集落協定の締結状況に変化が生じているの
かいないのか、生じているとすれば、どのよ
うな背景によるものかといった点にも分析
を加えていく。 
 
(3)農山漁村における政策支援のあり方の考
察 
 さらに、中山間地域等直接支払制度、森林
整備地域活動支援交付金、離島漁業集落活動
支援交付金、の三者について比較検討し、今
後の農山漁村における政策支援のあり方を
考察することである。これら三つの制度は、
大きな政策枠組みでの直接支払いという点
は共通しているが、その目的、いずれも必須
とされる「協定」の締結の有り様、協同組合
を中心とする農林魚家の関わる団体の関与
のあり方など、いろいろな点で相違がある。
しかし、政策導入の現場では、交付金の受給
者が最終的には重複している場合もあり、一
体的な制度活用が求められているのも事実
である。これらが、現在のヨーロッパ等で注
目される農村開発計画手法に近いものへ発
展する余地があるのか無いのかといった点
についても考察を進める。 
 上記に関しては、特に研究分担者が近年、
研究を深めている領域であり、その研究の発
展が期待される。 
 
 



 

 

３．研究の方法 
(1)統計分析 
 研究方法は大きく分けて２つである。まず、
条件不利農地の維持と耕作放棄の抑制とい
う中山間地域等直接支払制度の主たる目的
に対しての政策実施効果を計るための数量
的分析を実施する。そのためには特に研究の
初期段階において、統計分析のためのデータ
収集とデータ整備に力を入れる必要がある。
まず、データ収集のために、2005年農林業セ
ンサス農業集落調査結果を入手し、2000年農
林業センサス時点まで整備済のデータとの
結合を図る。もう一つの新しいデータである
「第４次土地利用基盤整備基本調査」につい
ても必要である。なお、近年の市町村合併の
急速な進行により、過去のデータ（2000年ま
での農業センサスデータ、第３次土地利用基
盤整備基本調査データ）との結合に、かなり
の手間を要することが想定される。 
 
（2）現地実態調査 
 もう１つの柱は、現地実態調査である。統
計分析にあたっても、現地の実態認識は不可
欠であると想定されることから、過去の調査
実績があり継続的に実態調査を続けている
複数の地域の現地調査を行い、中山間地域等
直接支払制度の第２期の実施状況について
の実態を確認する。その際、中山間地域等直
接支払制度の第１期の実施状況からは、東北
日本と西南日本で対照的な態様になってい
ることも注目されたことから、九州と東北で
の第２期の実施状況の差異を析出するため
の現地調査を実施する。 
 さらに、中山間地域等直接支払制度と、森
林整備地域活動支援交付金、離島漁業集落活
動支援交付金、との比較研究という点を念頭
において、現地調査を計画する。 
 
４．研究成果 
(1)統計データの整備 
 条件不利農地の維持と耕作放棄の抑制と
いう、中山間地域等直接支払制度の主たる目
的に対しての政策実施効果を計るための数
量的分析にあたっては、まず統計分析のため
のデータ整備が必要であり、当研究ではこの
点に力を注いだ。より具体的には、2000年農
林業センサス時点まで整備済のデータ（2000
年までの農業センサスデータ、第３次土地利
用基盤整備基本調査データ）と、その後に公
表されたデータとの結合を図った。近年の市
町村合併の急速な進行により、過去のデータ
との結合には労力が必要であったが、このよ
うな環境下でのデータの整備自体、意義のあ
ることだと考えられる。 
 
 
 

(2)統計データの分析による計量的効果の観
測 
 上記のようにして整備されたデータ分析
の結果、条件不利農地の維持と耕作放棄の抑
制という制度の第１の目的について、計量的
に大きな効果が発揮されていると結論づけ
ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 水田傾斜分級と経営田減少率 
 
 例えば上の図１によれば、1990～1995年の
変化と、1995～2000年の変化は、ほぼ同じ傾
向であるが、2000～2005年の変化については、
前２期とは異なった傾向となっている。水田
傾斜分級の第１分級から第７分級に相当す
る地域で、いずれも１ポイント程度の経営田
面積減少率の増加が見られ、ほぼ同じ幅でグ
ラフが上方に平行移動しているのに対し、第
８分級では1990～1995年および1995～2000
年の減少率とほぼ同じ値、第９分級について
は減少率がやや低下、そして第10分級、第11
分級については２～３ポイントほど減少率
が低下しているという状況が確認できる。そ
の結果、グラフの形状としては、第７分級か
ら第10分級までフラットな形を示している。
分級値の大きいほど、傾斜の厳しい地域であ
る。図示は略したが、1970年から2000年まで
の30年間は同じ傾向がずっと続いており、こ
の５年間の変化は、これまでの長期間に及ぶ
一貫した傾向に変化をもたらす重要な内容
であるが、中山間地域等直接支払制度のもた
らした効果である。 
 
(3)現地実態調査からみた政策の効果 
 過去の調査実績があり、継続的に実態調査
を続けている現地の実態調査を実施した。中
山間地域等直接支払制度については、地域紐
帯の強化という第２の政策効果についても、
特に政策実施現場からの期待が大きいが、そ
の点においても、大きな効力を発揮している
と結論づけることができる。それらの反映で
もあろうが、制度に対する国民的合意という
点でも、他の農林水産政策と比較しても傑出
した内容を有していると言うことができる。 
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(4)他の農林水産政策との比較考察 
 中山間地域等直接支払制度と幾つかの共
通点をもつ他の農林水産政策、特に森林整備
地域活動支援交付金制度、離島漁業再生支援
交付金制度との比較検討も試みた。その結果、
特に離島漁業再生支援交付金制度とは多く
の類似点を見出すことができたが、それは制
度設計の内容においてというよりは、現地の
制度への対応の内容においてである。そこで
は、制度を活用して地域の再生を試みる英知
について、立地条件などの違いを超えた共通
性を見ることができた。そのような観点から
も制度が地域に根付きつつあると評価でき
る。また、離島漁業再生支援交付金制度にお
いても国民世論の動向という点では肯定的
な評価が多い。これは中山間地域等直接支払
制度とともに、地域を限定しているという点
が反映していると考えられる。一方で、森林
整備地域活動支援交付金制度に対する評価
は必ずしも高くないということも明らかに
なった。 
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